
平川市の給与・定員管理等について 
平川市総務部総務課 

平川市職員の給与と職員数等の状況についてお知らせします。 

公表は国の通知に基づくもので、各数値は平成２０年４月１日現在のものです。 

 

 

１ 総括 
（１）人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 
住民基本台帳人口 
（平成19年度末） 

歳出額   Ａ 実質収支 人件費   Ｂ 
人件費率 

Ｂ／Ａ 

（参考） 

平成１８年度 

の人件費率 

19年度 34,953人 15,847,209千円 127,703千円 3,472,120千円 21.9％ 21.3％ 

 
（２）職員給与費の状況（普通会計決算） 

区 分 
職員数 

Ａ 

給   与   費 
一人当たり給与費 

Ｂ／Ａ 

 （参考） 
類似団体（一般市I-0） 

平均一人当たり給与費 給  料 職員手当 
期末・ 

勤勉手当 
計  Ｂ  

19年度 
人 

 384 

千円 

1,471,160 

千円 

160,328 

千円 

611,970 

千円 

2,243,458 

千円 

  5,843   

 千円 

6,009   

（注）１ 職員手当には退職手当を含まない。 
   ２ 職員数は、平成１９年４月１日現在の人数である。 
 
（３）特記事項 
  
 
 
（４）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 
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（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す 
指数である。 
２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したも 
のである。 



２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 
（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２０年４月１日現在） 
①一般行政職 

②技能労務職 
区  分 

公 務 員 民  間 参 考 
平均年齢 職員数 平均給料月額 平均給与月額 

（Ａ） 
平均給与月額 
（国ベース） 

対応する民間

の類似職種 平均年齢 平均給与月額 
（Ｂ） Ａ／Ｂ 

平川市 50.0歳 30人 317,977円 346,256円 342,862円 ― ― ― ― 

 
うち運転員 51.4歳 10人 326,530円 364,469円 354,286円 自家用乗用 

自動車運転員 51.9歳 195,200円 1.87 

うち用務員 49.7歳 16人 313,475円 340,282円 340,282円 用務員 53.9歳 225,900円 1.51 

青森県 46.5歳 552人 315,700円 361,011円 341,241円 ― ― ― ― 

国 48.9歳 4,784人 284,679円 ― 320,623円 ― ― ― ― 

類似団体 47.7歳 36人 294,900円 317,091円 306,447円 ― ― ― ― 

 
  参考 

年収ベース（試算値）の比較 
公務員 
（Ｃ） 

民間 
（Ｄ） Ｃ／Ｄ 

平川市 ― ― ― 
 うち運転員 6,004,146円 2,570,000円 2.34 

うち用務員 5,561,921円 3,227,400円 1.73 
  ※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成１7年～１9年の３ヶ年平均） 
  ※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。 
  ※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年度に支給さ

れた期末・勤勉手当、民間においては前年度に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。 
 
（注）１ 「平均給料月額」とは、各職種ごとの職員の基本給の平均である。 

２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、調整手当、住居手当、時間外勤務手当 
などの諸手当の額の合計したものである。このうち、平均給与月額はこれらすべての諸手当込みのも 
のであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。また、平均給与月額（国 
ベース）とは国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていな 
いことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。 

 
 
（２）職員の初任給の状況（平成２０年４月１日現在） 

区    分 平 川 市 青 森 県 国 

一般行政職 大学卒 172,200円 168,756円 172,200円 
高校卒 140,100円 137,298円 140,100円 

技能労務職 
（技能職・労務職平均） 

高校卒 135,150円 132,888円 ―  円 
中学卒 125,400円 121,030円 ―  円 

  ※青森県については、給与カットを行っています。 

 
（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２０年４月１日現在） 

区    分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年 

一般行政職 大学卒 274,094円 314,419円 364,423円 
高校卒 234,034円 279,556円 300,792円 

技能労務職 高校卒 203,100円 220,500円 261,600円 
 
 
 

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額 
（国ベース） 

平川市 45.0歳 338,525円 360,325円 362,032円 
青森県 44.3歳 350,300円 420,914円 386,108円 
国 41.1歳 325,113円 ―   円 387,506円 

類似団体 43.3歳 330,935円 375,723円 356,536円 



３ 一般行政職の級別職員数等の状況 
（１）一般行政職の級別職員数の状況（平成２０年４月１日現在） 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （注）１ 平川市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。 
    ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。 
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（２）昇給への勤務成績の反映状況 
 
・現在人事評価制度構築中のため、昇給への反映についてもその中で検討している。 
 
・昇給については、勤務成績の状況により「良好」より劣るものについてのみ反映している。「良好」より

優るものについては、人事評価制度構築にあたり適切に評価できるようになれば実施する予定である。 
 

 
 
 

区  分 標準的な職務内容 職員数 構成比 
７級 部長 9人 3.6％ 
６級 総括課長 3人 1.2％ 
５級 課長・参事 34人 13.5％ 
４級 課長補佐・主幹・主任主査 80人 31.7％ 
３級 係長・主査 75人 29.8％ 
２級 主事・技師 42人 16.6％ 
１級 主事・技師 9人 3.6％ 



４ 職員の手当の状況 
（１）期末手当・勤勉手当 

平   川   市 青   森   県 国 
１人当たり平均支給額 

（平成１９年度） 
１，５７４千円 

１人当たり平均支給額 
（平成１９年度） 
１，８４５千円 

― 

（平成１９年度支給割合） 
 期末手当    勤勉手当 

2.95月分   1.45月分 
(1.55)月分     (0.75)月分 

（平成１９年度支給割合） 
 期末手当    勤勉手当 

2.95月分   1.45月分 
(1.55)月分     (0.75)月分 

（平成１９年度支給割合） 
 期末手当    勤勉手当 

3.0月分    1.50月分 
(1.6)月分      (0.75)月分 

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による加算措置 

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による加算措置 

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による加算措置 

（注） （ ）内は、再任用職員に係る支給割合である。 
 
【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職） 

 
 
 
・現在人事評価制度構築中のため、勤勉手当への反映についてもその中で検討している。 
 

 
 
（２）退職手当（平成２０年４月１日現在） 

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。 
 
 
（３）地域手当（平成２０年４月１日現在） ※導入無し 

  
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

平   川   市 国 
計算式 
 基本額 ＋ 調整額 
基本額 
 退職日の基本給月額  

× 退職理由別・勤続年数別支給率 
（支給率）    自己都合    勧奨・定年 
勤続２０年   ２３．５０月分  ３０．５５月分 
勤続２５年   ３３．５０月分  ４１．３４月分 
勤続３０年   ４１．５０月分  ５０．７０月分 
最高限度額   ５９．２８月分  ５９．２８月分 
その他の加算措置 
（退職時特昇 なし ） 
調整額 
 在職中の職責等による貢献度に基づく加算 
（０ ～ ４１，７００）円 × ６０ヶ月 
１人当たり平均支給額    

－ 千円／２１，０１４千円 

計算式 
 基本額 ＋ 調整額 
基本額 
 退職日の基本給月額  

× 退職理由別・勤続年数別支給率 
（支給率）    自己都合    勧奨・定年 
勤続２０年   ２３．５０月分  ３０．５５月分 
勤続２５年   ３３．５０月分  ４１．３４月分 
勤続３０年   ４１．５０月分  ５０．７０月分 
最高限度額   ５９．２８月分  ５９．２８月分 
その他の加算措置 
（退職時特昇 なし ） 
調整額 
 在職中の職責等による貢献度に基づく加算 
（０ ～ ７９，２００）円 × ６０ヶ月 
 

支給実績（平成１９年度決算） ０千円 
支給職員１人当たり平均支給年額（平成１９年度決算） ０円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 
― ―  ％ ―   人 ―  ％ 



 
（４）特殊勤務手当（平成２０年４月１日現在） 
支給実績（平成１９年度決算） ９，４５２千円 
 うち病院及び診療所関係職員分 ７，２４１千円 
支給職員１人当たり平均支給年額（平成１９年度決算） ９０，０１１円 
 うち病院及び診療所関係職員分 １６８，３９２円 
職員全体に占める手当支給職員の割合（平成１９年度） ２３．７％ 

手当の種類（手当数）   １０種類 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 
死体処理手当 一般行政職 行旅死亡人の処理業務 １体につき１，０００円 

犬猫死体処理手当 一般行政職 犬猫の死体処理業務 １体につき３００円 

夜間勤務手当 消防署勤務職員 夜間業務 １回につき３５０円 

救急業務手当 消防署勤務職員 救急業務 １回につき１５０円 

医師基本手当 診療所医師 医療業務 給料月額の５５／１００ 

研究手当 診療所医師 診療所での医療業務 
常勤医師６０万円以内 

その他の医師３０万円以内 

往診手当 診療所医師・看護師 往診業務 
医師１回につき１００～６００円 

看護師１回につき５０～１５０円 

危険手当 診療所医師 月２０日以上 医 師 ５，０００円 

特別手当 葛川診療所勤務医師 葛川診療所での医療業務 給料月額の８０／１００ 

特殊業務手当    

 特殊診療手当 平川診療所常勤医師 特殊診療行為を実施した場合 固定点数×３０／１００以内 

 
 
（５）時間外勤務手当 

支給実績（平成１９年度決算） ９，１４０千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成１９年度決算） ２１千円 

支給実績（平成１８年度決算） ８，３４８千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成１８年度決算） １８千円 

 
（６）その他の手当（平成２０年４月１日現在） 

手 当 名 内 容 及 び 支 給 単 価 国の制度 
との異同 

国の制度 
と異なる 
内容 

支給実績 
(19年度) 

支給職員 
１人当たり 
平均支給年額 
（19年度） 

扶養手当 

扶養親族のある職員に支給 
○配偶者：１３，０００円 
○配偶者以外 
・１人目 
配偶者が有る： ６，５００円 
配偶者が無い：１１，０００円 
・２人目以降：６，５００円 
※１５歳に達する日以後の最初の４月１日から２２歳に

達する日以後の最初の３月３１日までの間にある子 
：５，０００円加算 

同  65,334千円 240,197円 

通勤手当 

通勤のため交通機関（バス等）を利用又は交通用具（自動

車等）を利用する場合で、通勤距離が２ｋｍ以上の場合に

支給 
○交通機関利用者：月額５５，０００円限度 
○四輪自動車等：２，０００円～２４，５００円 

同  16,929千円 47,958円 

住居手当 

住宅を借り受け月額１２，０００円を超える家賃を支払っ

ている職員又は世帯主として自ら所有する住宅に居住し

ている職員に支給 
○自宅：新築・購入後５年間に限り月額２，５００円 
○借家・借間：月額２７，０００円限度 

同  11,436千円 181,510円 

管理職手当 
部長級及び課長級の職員に支給 
部長級：給料月額×５／１００ 
課長級：給料月額×３／１００ 

異 国：棒給の特別調

整額として支給 9,932千円 215,904円 



寒冷地手当 

毎年１１月～３月までの各月の初日において、市内その他

寒冷の地域に在勤する職員に支給 
・世帯主／扶養親族あり  ：月額１７，８００円 
     ／扶養親族なし  ：月額１０，２００円 
・その他／         月額 ７，３６０円 

同  30,460千円 68,913円 

宿日直手当 日直勤務を命ぜられた職員に支給 
○日直１回につき４，２００円を支給 同  2,584千円 5,383円 

管理職特別 
勤務手当 

職員が臨時又は緊急の必要その他の公務の運営の必要に

より週休日又は祝日法による休日等若しくは年末年始の

休日等に勤務した場合に支給 
○管理職手当の支給率に応じ、１，０００円～８，０００

円を支給 

同  0千円 0円 

単身赴任 
手当 

公署を異にする異動等に伴い住居を移転し、やむを得ない

事情により、同居していた配偶者と別居することとなった

職員で、通勤することが通勤距離等を考慮して規則で定め

る基準に照らして困難であると認められるもののうち、単

身で生活することを常況とする職員に支給 
○月額２３，０００円 
○配偶者の住居との間の交通距離区分に応じ、６，０００

円～４５，０００円を加算支給 

同  0千円 0円 

 
 
 
 
５ 特別職の報酬等の状況（平成２０年４月１日現在） 

区     分 給   料   月   額   等 

給 

料 

 
市   長 
副 市 長 
収 入 役 

 
７５８，０００円 
６０８，０００円 
５８１，０００円 

（参考）類似団体における最高／最低額 
１，０１０，０００円／４６０，０００円 

８００，０００円／３４７，５００円 
６９０，０００円／５３９，４００円 

報 

酬 

議   長 
副 議 長 
議   員 

３２８，０００円 
２９３，０００円 
２８１，０００円 

４９５，０００円／３０９，０００円 
４４０，０００円／２５１，０００円 
４００，０００円／２２７，０００円 

期
末
手
当 

市   長 
副 市 長 
収 入 役 

  ３．３ 月分 

議   長 
副 議 長 
議   員 

  ３．３ 月分 

退
職
手
当 

 
市   長 
副 市 長 
収 入 役 

（算定方式）             （１期の手当額）  （支給時期） 
758千円×在職月数×52／100      18,919,680円     任期毎 
608千円×在職月数×26．5／100     7,733,760円     任期毎 
581千円×在職月数×24／100       6,693,120円     任期毎 

（注）退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月） 
  勤めた場合における退職手当の見込額である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



６ 職員数の状況 
（１）部門別職員数の状況と主な増減理由                    （各年４月１日現在） 

区 分 
部 門 

職  員  数 対前年 
増減数 主 な 増 減 理 由 

平成２０年 平成１９年 

普
通
会
計
部
門 

一
般
行
政
部
門 

議 会 ６ ６ ０  
総 務 ９２ ９４ △２ 事務の統廃合縮小による減 
税 務 ２８ ２６ ２ 業務事業の増加に伴う増 
労 働 １ １ ０  
農 林 水 産 ２５ ２７ △２ 退職不補充等に伴う減 
商 工 ８ ８ ０  
土 木 ２３ ２６ △３ 事務の統廃合縮小等による減 
民 生 ３８ ３９ △１ 事務の民間委託等に伴う減 
衛 生 ２１ ２０ １ 業務事業の増加に伴う増 

計 ２４２ ２４７ △５ 
＜参考＞ 
人口 1万人当たり職員数 69.24人 
（類似団体の人口１万人当たり職員数 ７３．９４人） 

教 育 部 門 ７１ ７２ △１ 事務の統廃合縮小による減 
消 防 部 門 ６６ ６６ ０  

小   計 ３７９ ３８５ △６ 
＜参考＞ 
人口１万人当たり職員数 108.43人 
（類似団体の人口１万人当たり職員数１００．５８人 

会
計
部
門 

公
営
企
業
等 

病 院 １８ ５８ △４０ 診療所化に伴う事務の統廃合縮小による減 
水 道 ７ ８ △１ 事務の統廃合縮小による減 
下 水 道 ７ ７ ０  
そ の 他 ２５ １９ ６ 業務事業の増加に伴う増 
小   計 ５７ ９２ △３５  

合    計 ４３６ 
[ ５０７ ] 

４７７ 
[ ５０７ ] 

△４１ 
[  ] 

＜参考＞ 
人口１万人当たり職員数  124.74人 

（注）１ 職員数は一般職に属する職員数である。（教育長を含む。） 
   ２ [  ]内は、条例定数の合計である。 
（２）年齢別職員構成の状況（平成２０年４月１日現在） 
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区分 ２０歳 

未 満 
２０歳 

～  
２３歳 

２４歳 

～  
２７歳 

２８歳 

～  
３１歳 

３２歳 

～  
３５歳 

３６歳 

～  
３９歳 

４０歳 

～  
４３歳 

４４歳 

～  
４７歳 

４８歳 

～  
５１歳 

５２歳 

～  
５５歳 

５６歳 

～  
５９歳 

６０歳 
以 上 計 

職員数 
人 

0 
人 

3 
人 

20 
人 

44 
人 

49 
人 

42 
人 

27 
人 

37 
人 

85 
人 

85 
人 

43 
人 

1 
人 

436 



 
（３）定員管理の数値目標及び進捗状況 
 
①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標 

平成１７年４月１日 
職員数 

平成２２年４月１日 
職員数 

純減数 純減数 

５１３人 ４５２人 ６１人 △１１．９％ 

 
 
 
（参考）平川市における定員管理の数値目標（数・率） 

計 画 期 間 
数値目標 

始 期 終 期 
平成１８年４月１日 平成２２年３月３１日 ５５人減（△10.7％） 

 
 
 
②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要 

                                  （各年４月１日現在） 
  区 分 

部 門 
H17年 
計画始期 

H18年 
1年目 

H19年 
2年目 

H20年 
3年目 

H21年 
4年目 

H22年 
5年目 

H18～H22 
計 

（参考） 
数値目標 

一般行政 
職員数 260 260 247 242   ― 233 

増 減  0 △13 △5   △18(66.7%) △27 

教 育 
職員数 85 74 72 71   ― 63 

増 減  △11 △2 △1   △14(63.6%) △22 

消 防 
職員数 66 66 66 66   ― 64 

増 減  0 0 0   0(0%) △2 

公営企業 
等 会 計 

職員数 102 96 92 57   ― 92 

増 減  △6 △4 △35   △45(450.0%) △10 

計 
職員数 513 496 477 436   ― 452 

増 減  △17 △19 △41   △77(126.2%) △61 

（注）１ 計画期間は、平成１８年～平成２２年の５年間である。 
   ２ （ ％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。 
   ３ 増減は、各年の欄にあっては対前年度比の職員増減数を、計の欄にあっては計画１年目以降現年ま 

での職員増減数の累計を示す。 
 
 
 
 
 
 



７ 公営企業職員の状況 
（１）水道事業 
①職員給与費の状況 
ア 決算 

区 分 
総費用 

Ａ 

純損益又は 

実質収益 

職員給与費 

Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 

Ｂ／Ａ 

（参考） 

１８年度の総費用 

に占める職員給与費比率 

19年度 584,269千円 11,922千円 35,489千円 6.1％ 6.7％ 

 
 

区 分 
職員数 

Ａ 

給   与   費 一人当たり 

給与費  

Ｂ／Ａ 

 （参考） 

類似団体平均 

一人当たり給与費 
給  料 職員手当 

期末・ 

勤勉手当 
計 Ｂ 

19年度 
人 

6 

千円 

 20,528 

千円 

 1,459 

千円 

8,036 

千円 

 30,023 

千円 

 5,004   

 千円 

6,874   

（注）１ 職員手当には退職給与金を含まない。 
   ２ 職員数は、平成２０年３月３１日現在の人数である。 
 
イ 特記事項 
  
 
 
 

 
②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２０年４月１日現在） 

区分 平均年齢 基本給 平均月収額 
平 川 市 42.3歳 335,834円 469,548円 

水道事業（公営企業会計）市町村平均 45.5歳 374,552円 571,242円 
（注） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。 
 
 
 
③職員の手当の状況 
 ア 職員の手当の状況 

平   川   市 水道事業（公営企業会計市町村平均） 
１人当たり平均支給額（平成１９年度） 

１，５４４千円 
１人当たり平均支給額（平成１９年度） 

１，７９２千円 
（平成１９年度支給割合） 
      期末手当      勤勉手当 
     ２．９５ 月分   １．４５ 月分 
   （１．５５）月分  （０．７５）月分 

（平成１９年度支給割合） 
      期末手当      勤勉手当 
    ２．９５ 月分   １．４５ 月分 
   （１．５５）月分  （０．７５）月分 

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による加算措置 

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による加算措置 

（注） （ ）内は、再任用職員に係る支給割合である。 
    水道事業平均は、公表の準備が整い次第、更新いたします。 
 
 
 
 



イ 退職手当（平成２０年４月１日現在） 

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。 
 
 
ウ 地域手当（平成２０年４月１日現在） ※導入無し 

  
 
 
 

 
 
エ 特殊勤務手当（平成２０年４月１日現在） 
支給実績（平成１９年度決算） ０千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１９年度決算） ０円  
職員全体に占める手当支給職員の割合（平成１９年度） ０％  
手当の種類（手当数） ０種類 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 
― ― ― ― 

 
 
 
オ 時間外勤務手当 

支給実績（平成１９年度決算） 74千円 
職員１人当たり平均支給年額（平成１９年度決算） 15千円 

支給実績（平成１８年度決算） 301千円 
職員１人当たり平均支給年額（平成１８年度決算） 50千円 

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。 
 
 
 

水 道 企 業 事 業 平 均 
計算式 
 基本額 ＋ 調整額 
基本額 
 退職日の基本給月額  

× 退職理由別・勤続年数別支給率 
（支給率）    自己都合    勧奨・定年 
勤続２０年   ２３．５０月分  ３０．５５月分 
勤続２５年   ３３．５０月分  ４１．３４月分 
勤続３０年   ４１．５０月分  ５０．７０月分 
最高限度額   ５９．２８月分  ５９．２８月分 
その他の加算措置 
（退職時特昇 なし ） 
調整額 
 在職中の職責等による貢献度に基づく加算 
（０ ～ ４１，７００）円 × ６０ヶ月 
１人当たり平均支給額 
        自己都合   ／ 勧奨・定年 
        ― 千円  ／ ― 千円 

計算式 
 基本額 ＋ 調整額 
基本額 
 退職日の基本給月額  

× 退職理由別・勤続年数別支給率 
（支給率）    自己都合    勧奨・定年 
勤続２０年   ２３．５０月分  ３０．５５月分 
勤続２５年   ３３．５０月分  ４１．３４月分 
勤続３０年   ４１．５０月分  ５０．７０月分 
最高限度額   ５９．２８月分  ５９．２８月分 
その他の加算措置 
（退職時特昇 なし ） 
調整額 
 在職中の職責等による貢献度に基づく加算 
（０ ～ ７９，２００）円 × ６０ヶ月 
 
１人当たり平均支給額   １６，４９９千円 
 

支給実績（平成１９年度決算） ０千円 
支給職員１人当たり平均支給年額（平成１９年度決算） ０円 

支給対象地域 支給率 支給対象地域 支給率 
― ―  ％ ― ―    ％ 



カ その他の手当（平成２０年４月１日現在） 

手 当 名 内容及び支給単価 一般行政職の 
制度との異同 

一般行政職の制

度と異なる内容 
支給実績 

（１９年度決算） 

支給職員１人当た 
り平均支給年額 
（１９年度決算） 

扶養手当 

上記一般行政職（（６）その他の手当）と全て同様 

756千円 189,000円 

通勤手当 122千円 30,300円 

住居手当 56千円 28,000円 

管理職手当 0千円 0円 

寒冷地手当 447千円 74,367円 

宿日直手当 0千円 0円 

管理職特別 
勤務手当 0千円 0円 

単身赴任手当 0千円 0円 

 
 
 
 
④定員管理の数値目標及び進捗状況 
 
 →６（３）を参照 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（２）下水道事業 
①職員給与費の状況 
ア 決算 

区  分 
総費用 

Ａ 

純損益又は 

実質収益 

職員給与費 

Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 

Ｂ／Ａ 

（参考） 

１８年度の総費用 

に占める職員給与

費比率 

19年度 249,605千円 59,304千円 5,986千円 2.4％ 2.7％ 

 
 

区 分 
職員数 

Ａ 

給   与   費 一人当たり 

給与費  

Ｂ／Ａ 

 （参考） 

類似団体平均 

一人当たり給与費 
給  料 職員手当 

期末・ 

勤勉手当 
計 Ｂ 

19年度 
人 

1 

千円 

 3,466 

千円 

 232 

千円 

 1,346 

千円 

 5,044 

千円 

 5,044   

 千円 

6,858   

（注）１ 職員手当には退職給与金を含まない。 
   ２ 職員数は、平成２０年３月３１日現在の人数である。 
 
 
イ 特記事項 

 
 
 
 
 
②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２０年４月１日現在） 

区分 平均年齢 基本給 平均月収額 
平 川 市 47.2歳 369,413円 527,196円 

下水道事業（公営企業会計）市町村平均 44.6歳 372,307円 570,494円 
  （注） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。 
 
 
 
③職員の手当の状況 
 ア 職員の手当の状況 

平   川   市 下水道事業（公営企業会計市町村平均） 
１人当たり平均支給額（平成１９年度） 

１，７４３千円 
１人当たり平均支給額（平成１９年度） 

１，７７２千円 
（平成１９年度支給割合） 
      期末手当      勤勉手当 
     ２．９５ 月分   １．４５ 月分 
    （１．６）月分  （０．７５）月分 

（平成１９年度支給割合） 
      期末手当      勤勉手当 
     ２．５５ 月分   １．４５ 月分 
    （１．６）月分  （０．７５）月分 

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による加算措置 

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による加算措置 

（注） （ ）内は、再任用職員に係る支給割合である。 
 
 
 



イ 退職手当（平成２０年４月１日現在） 

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。 
 
 
 
ウ 地域手当（平成２０年４月１日現在）  ※導入無し 

  
 
 
 

 
 
エ 特殊勤務手当（平成２０年４月１日現在） 
支給実績（平成１９年度決算） ０千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１９年度決算） ０円  
職員全体に占める手当支給職員の割合（平成１９年度） ０％  
手当の種類（手当数）  ０種類 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 
― ― ― ― 

 
 
 
オ 時間外勤務手当 

支給実績（平成１９年度決算） 0千円 
職員１人当たり平均支給年額（平成１９年度決算） 0千円 

支給実績（平成１８年度決算） 222千円 
職員１人当たり平均支給年額（平成１８年度決算） 37千円 

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。 
 
 

水 道 企 業 事 業 平 均 
計算式 
 基本額 ＋ 調整額 
基本額 
 退職日の基本給月額  

× 退職理由別・勤続年数別支給率 
（支給率）    自己都合    勧奨・定年 
勤続２０年   ２３．５０月分  ３０．５５月分 
勤続２５年   ３３．５０月分  ４１．３４月分 
勤続３０年   ４１．５０月分  ５０．７０月分 
最高限度額   ５９．２８月分  ５９．２８月分 
その他の加算措置 
（退職時特昇 なし ） 
調整額 
 在職中の職責等による貢献度に基づく加算 
（０ ～ ４１，７００）円 × ６０ヶ月 
１人当たり平均支給額 
        自己都合   ／ 勧奨・定年 
        ― 千円  ／ ― 千円 

計算式 
 基本額 ＋ 調整額 
基本額 
 退職日の基本給月額  

× 退職理由別・勤続年数別支給率 
（支給率）    自己都合    勧奨・定年 
勤続２０年   ２３．５０月分  ３０．５５月分 
勤続２５年   ３３．５０月分  ４１．３４月分 
勤続３０年   ４１．５０月分  ５０．７０月分 
最高限度額   ５９．２８月分  ５９．２８月分 
その他の加算措置 
（退職時特昇 なし ） 
調整額 
 在職中の職責等による貢献度に基づく加算 
（０ ～ ７９，２００）円 × ６０ヶ月 
 
１人当たり平均支給額   １５，５５９千円 
 

支給実績（平成１９年度決算）  ０千円 
支給職員１人当たり平均支給年額（平成１９年度決算） ０円 
支給対象地域 支給率 支給対象地域 支給率 

― ―  ％ ― ―    ％ 



カ その他の手当（平成２０年４月１日現在） 

手 当 名 内容及び支給単価 一般行政職の 
制度との異同 

一般行政職の制

度と異なる内容 
支給実績 

（１９年度決算） 

支給職員１人当た 
り平均支給年額 
（１９年度決算） 

扶養手当 

上記一般行政職（（６）その他の手当）と全て同様 

91千円 91,000円 

通勤手当 35千円 34,500円 

住居手当 18千円 17,500円 

管理職手当 0千円 0円 

寒冷地手当 89千円 17,800円 

宿日直手当 0千円 0円 

管理職特別 
勤務手当 0千円 0円 

単身赴任手当 0千円 0円 

 
 
④定員適正化計画の数値目標及び進捗状況 
 
 →６（３）を参照 
 


